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意見提出者 個人 

 
１．項目 模倣品・海賊版拡散防止条約（ＡＣＴＡ） 

２．既存の制

度・規制等

によってＩ

ＣＴ利活用

が阻害され

て い る 事

例・状況 

 模倣品・海賊版拡散防止条約の検討・交渉が政府レベルで交渉が行われ

ている。 

 ２０１０年４月に公開されたこの条約の条文案には、法定損害賠償に関

する条項が含まれているが、この法定賠償制度は、アメリカで一般ユーザ

ーに法外な損害賠償を発生させ、その国民のネット利用におけるリスクを

不当に高め、ネットにおける文化と産業の発展を阻害することにしかつな

がっていないものであり、日本において導入されるべきとは到底思えない

制度である。選択肢の形になってはいるが、このような不合理な制度の導

入を求めている一部の者によって、国内法改正の検討の際に不当に利用さ

れる恐れもあり、法定賠償に関する条項については削除を求めるべきであ

る。 

 また、日本の現在の法制度と比較した時、ＤＲＭ回避規制について今以

上の規制強化を必要とする条項も条文案に含まれている。しかし、２００

９年２月に、ＤＲＭ回避機器に対して、ゲームメーカー勝訴の判決が出て

いることを考えても、今以上の規制を是とするに足る立法事実は何一つな

く、かえって、今以上の規制強化はユーザーの情報アクセスに対するリス

クを不必要に高める危険なものとしかなり得ない。このような危険なもの

としかなり得ない規制強化条項を含めた形での条約交渉を、何ら国民的な

コンセンサスを得ない中で、一部の者の都合から政府が勝手に行うなどお

よそ論外である。日本政府として、海賊版対策条約（ＡＣＴＡ）へのＤＲ

Ｍ回避規制関連条項の導入に反対し、同時に、ＤＲＭ回避規制の強化によ

る情報アクセスに関する国民の基本的な権利の侵害の危険性について国際

的な場で議論を提起するべきである。 

 同じ条文案には、プライバシー保護に関する条項を入れることを検討す

ると書かれているものの、条文案には、インターネットにおけるプロバイ

ダーの責任制限等についての条項も含まれており、この部分の法制化によ

りユーザーの情報アクセスに関する基本的な権利が不当な侵害を受ける恐

れがあることを考えると、プライバシーの保護に関する条項だけでは不十

分である。国際的・一般的に認められている個人の基本的な権利である情

報アクセスの権利等の情報の自由に関する権利を守るということも、条約

に書き込むべきであると日本から各国に積極的に働きかけるべきである。 

 また４月時点での条約案こそ公開されたものの、依然として交渉に関し

ては日本政府は要領を得ない概要の公開のみでごまかしている。交渉会合

に際しては、毎回速やかに自国の交渉スタンスと各国政府の反応について、

議論の詳細を公開するべきである。このような情報の公開に他国の承認が

必要であるとするなら、交渉の場で条約に関する詳細情報の公開について

の議論を日本政府として積極的に提起し、他国の承認を得るようにするべ
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きである。ほとんど全世界のインターネットユーザーつまり、全世界の全

国民の情報アクセスに多大な影響を及ぼしかねないこの条約の交渉につい

ては、その交渉に関する全情報が公開されて良い。 

３．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の根

拠 

模倣品・海賊版拡散防止条約（検討中） 

４．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の見

直しの方向

性について

の提案 

・模倣品・海賊版拡散防止条約から、法定賠償とＤＲＭ回避規制に関する

条項について日本政府として削除を求める。 

・同時に、ＤＲＭ回避規制の強化による情報アクセスに関する国民の基本

的な権利の侵害の危険性について国際的な場で日本政府から議論を提起す

る。 

・プライバシーの権利だけではなく、国際的・一般的に認められている個

人の基本的な権利である情報アクセスの権利等の情報の自由に関する権利

を守るということも、条約に書き込むべきであると日本から各国に積極的

に働きかける。 

・交渉会合に際し、毎回速やかに自国の交渉スタンスと各国政府の反応に

ついて、議論の詳細を公開する。 

 

 


